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1.は　じ　め　に

棒材･線材などの異形材の圧延加工においては,被圧

延材に複雑な3次元変形が生じる.圧延加工の際のパス

スケジュールや,各パスの孔型形状を決定するためには,

被圧延材に生ずる3次元塑性変形特性の系統的な解明が

必須の条件となる.近年の計算機の大容量化･高速化な

らびにその利用技術の発展に伴い,エネルギー法もしく

は剛塑性FEMを応用した,圧延加工時の3次元塑性変形

に対する理論解析手法の開発が行われてきた1)-6).特に

3次元剛塑性FEMによる塑性変形解析手法は,解析精度

が良好であり,また,ロール変形ならびに温度分布との

達成解析が比較的容易に実行可能であるということから

見て,板材圧延･棒線材圧延の解析に有効であるものと

考えられる.

筆者らは,ラゲランジェ乗数法3次元剛塑性FEMを基

礎とした,数値圧延機CORMJLL (ComputationalRolL

ing Mill) Systemの開発に関し,一連の研究を推進して

おり,既報7)8)においては,薄板材ならびに棒線材圧延を

対象事例としつつ,本解析システムの特性につき検討を

行ってきた.本報では,数値圧延機CORM比L Systemの

応用技術に関する研究の一環として, 2ロールならびに

3ロール方式によるラウンド～フラット圧延をとりあげ,

圧延方式の相違が被圧延材の3次元塑性変形特性に及ぼ

す影響につき,検討を加える.

2.解析方法および条件

3ロール圧延法は線材圧延の一方式であり,コックス

社ならびにプロベルチ社により実用化されている.本圧

延でのロール配置を図1に示す. 3ロール圧延は, 1200方

向に配置された3本のロールにより被圧延材に圧下を加

えることを特徴としており,対向(1800)方向圧下となる

通常の圧延法とはこの点が大きく異なる.上述のロール

配置ならびに圧下方向の相違に起因して, 3ロール圧延

'東京大学生産技術研究所　第2部

法による変形特性ならびに負荷特性は,

1) 2ロール圧延に比較して幅広がりが小さく,延伸が

大きい.すなわち,圧延後製品形状に優れた製品を,

高い圧延効率で製造することができる.

2) 2ロール圧延に比較して圧延荷重･トルクが小さい.

といった特徴を有することが,実験的に確かめられてい

る9).しかしながら, 2ロール圧延と3ロール圧延の変

形･負荷特性の相違を理論的に検討した研究は,従来全

く報告されていない.

本報で対象とした計算条件を表1に示す.排除断面積

率ra*を10%～40%までの4水準に変化させて解析を行

表1計算条件(圧延方式:ラウンド～フラット,2ロー

ル&3ロール)

ロール径D [mm]

ロール周遠Ⅴ [MPM]

ロールバレル長L [mm]

初期線径[m]

排除断面積率ra* [%]

変形抵抗[kgf/rnm2]

まきつ係数

前後方張力[kgf/mm2]

FEM要素分割

( Nx/N,/Nz)

500

180

200

50

10, 20, 30, 40

言-4.5(1+2 8)0･2160･31

〟=0.25

Tb= Tf=0.0

2ロール: 11×4×(4+8+2)

3ロール:8×4×(4+8+2)

(a ) 2-ro一l (b) 3-roll

図1　ロール配置
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表2　排除断面積ra'と素線中心よりロール表面までの

距離Yoとの関係

排除断面積率ra書[%] �10 �#��30 鼎��

Yo[mm] �(8ﾘ�ｸ8ｲ�20.13 ��r����14.63 ��"�3��

3ロール �#��3��19.08 ��r����15.45 

』β

2-roll 3-roll

図2　諸変数の定義

い, 2ロール圧延と3ロール圧延の相違につき検討を

行った.解析結果をまとめるに際し導入した記号ならび

にその定義は,以下に示すとおりである(図2参照).

素線半径: Y.

素線中心よりロール表面までの距離: Yo

幅広がり量:』β

予変形がないとした場合の被圧延材中央部での投影接

触長さ:ZL

単一ロールによる排除断面積: AS

減面率: ra- ((初期一圧延後)断面積)/(wo2) × 100　[%]

排除断面積率: yTa*-(ロール本数×AS)/

(wro2) × 100　　　　　　[%]

幅広がり率: β-AB/roxIOO　　　　　　[%]

なお,排除断面積率yTa*は,ロールにより排除される断面

積の被圧延材の初期断面積に対する比であり10),幅広が

りがないものとした場合の減面率に相当する.したがっ

て,排除断面積率ra*が一致する場合でも, 2ロール圧延

と3ロール圧延とでは圧下量が異なることに注意された

い.表2に,排除断面積率㍍*と素線中心よりロール表面

までの距離Y.との関係を示す.なお,表1に示した変形

抵抗式は,約850-900oCの低炭素鋼に相当している.前

報8)で,このような条件の場合には,ロールの弾性変形の

影響を無視しても支障ないことが確認されているため,

ロールは,剛体であるものとして解析を実行した.その

他解析手法の詳細については,既報7)8)を参照されたい.

3.解　析　結　果

以後の説明では,幅方向をⅩ軸,厚さ方向をy軸,圧

延方向をZ軸とする.

(a) 2ロール圧延

図3　3次元変形形状

(ち) 3ロール圧延
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3.1　幅広がりおよび圧延荷重

図3に, 2ロール圧延および3ロール圧延の3次元変

形形状を比較して示す.圧延方向･幅方向へのロールと

の接触領域の広がりが,本解析により的確にとらえられ

ていること,また,ロールとの接触領域の形状は, 2ロー

ル圧延と3ロール圧延でほぼ相似であることがわかる.

図4および図5に,排除断面積率yTa*に対する圧延後プ

ロフィル形状の推移を示す.従来より実験的に確かめら

れているように, 3ロール圧延は2ロール圧延に比較し

て幅広がりが小さく,製品形状特性および延伸効率に優

れた圧延法であることがわかる.

図6に,排除断面積率yTa*と減面率yTaとの関係を示す.

3ロール圧延の場合,幅広がりが小さく延伸効率に優れ

ているため, 7Ta*と7Taはほぼ等しい.これに対し2ロール

圧延では3ロール圧延に比較して延伸効率が劣るため,

排除断面積率7㌔の約70%程度の減面率しか得ることが

できない.図7には,減面率raならびに排除断面積率yTa*

と,圧延荷重･幅広がり率との関係を示す.同一減面率

7Taの場合, 3ロール圧延の圧延荷重は, 2ロール圧延の

70%程度であることがわかる.また, 3ロール圧延の幅

広がりは,減面率yTaを増加させるに伴ない極大点を有す

る変化をすることがわかる.

以上の結果より, 3ロール圧延は,低い圧延荷重で高

い延伸効率を得ることが可能な圧延加工であるというこ

0　　　　　　　　021
tutuJK TqB!aH

10　　　　10　　　　20　　　　30

Width x/mm

図4　圧延後外形形状の変化(2ロール圧延)

10　　　　20　　　　30
~Width 〟/mm

nU 0
21uJuJK　)qB!aH

図5　圧延後外形形状の変化(3ロール圧延)

とが,理論的に確認できた.

3.2　ひずみの分布,応力分布

本節では,減面率YTaがほぼ等しい場合のひずみ分布お

よび応力分布を比較することにより, 3ロール圧延の特

性につき検討を加える.図6より2ロール圧延のra*-

30%の場合と3ロール圧延のyTa'-20%の場合では,減面

率指は,それぞれ18.7%, 19.2%とほぼ等しい.そこで,

この両条件についての比較を以下に述べる.

図81および図9は,それぞれ2ロール圧延および3

ロール圧延による圧延後相当ひずみ分布である. 2ロー

ル圧延の場合,幅方向中央部より端部にかけて単調に減

少する傾向が得られており,端部自由表面部で最小値と

なる.これに対し3ロール圧延では分布形態そのものが

2ロール圧延と大きく異なり,端部自由表面部に加え被

圧延材中央部にも相当ひずみの小さい領域が現れる.ま

た最大値も2ロール圧延に比較して小さい.前節にて述

べたように, 3ロール圧延では幅広がりが小さいため,

圧延方向横断面内のひずみ成分(Sxx, i,,, exy)が2ロー

ル圧延に比較して小さくなる.したがって,同一減面率

(同一延伸率)の場合に, 3ロール庄延の相当ひずみ値が

2ロール圧延のそれより小さいことは,当然の結果であ

る.ただし, 3ロール圧延では被圧延材中央部での相当

10　　20　　30　　40

Nominal reduction

in area ra'/%

0　　　　0　　　　0　　　　04　　　　3　　　　2　　　　1
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図6　排除断面積率raさと減面率raとの関係

ひずみが小さいことを,本圧延方式によるパススケ

ジュールの選定を行う際には十分考慮すべきであると考

えられる.

図10および図11は, Z/ZL-0.33での圧延方向応力分布

である. 2ロール圧延の方が,端部での引張り応力が高

い.また,中央部での圧延方向応力値は, 2ロール圧延

の場合の方が圧縮側に大きい.

図12および図13に,圧延圧力分布を示す. 2ロール圧

延と3ロール圧延では,分布形態ならびに値とも,さほ

ど差がないことがわかる.
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図8　圧延後相当ひずみ分布　　　　　　図9　圧延後相当ひずみ分布

(2ロール圧延)

dzz (ra-19.2%, Z/ZL-0.33)

7㌔ -30%

(3ロール圧延)

d21 ( ra-18.7%, Z/ZL-0.33)

ra*-20%

図10　圧延方向応力分布(2ロール圧延)図11圧延方向応力分布(3ロール圧延)

4.ま　　　と　　め

数値圧延機CORM比L Systemにより,ラウンド～フ

ラット方式による2ロール圧延および3ロール圧延の解

析を行い,この両圧延による塑性変形特性の相違に検討

を加えた.その結果,以下のことが明らかになった.

1) 3ロール圧延では,低い圧延荷重･高い延伸効率

での圧延が可能である.

2) 3ロール圧延では,圧延後被圧延材の相当ひずみ

分布が2ロール圧延に比較して小さい.また,被圧

延材中央部に相当ひずみの低い領域が現れる.

本報ではラウンド～フラット方式を対象事例としたが,

その他の圧延方式については,別報11)に示す.

(1991年5月9日受理)

3-roll, ra*- 20%

Rolling direction一･一一一

図13　圧延圧力分布(3ロール圧延)
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